
　　　　　　　お話の構成 

　　Ⅰ　日本農業の歩みを振り返る 
　　Ⅱ　混迷の農政にどう向き合うか 
　　Ⅲ　日本農業の活路を探る
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日本農業の歩みを振り返る
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低下し続けた食料自給率
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資料：農林水産省「食料需給表」




  1980年代半ばまでの食料自給率の低下は、主とし
て食生活の変化とこれを支えた飼料や大豆の大量
輸入によって生じた現象。経済成長に伴う所得の
伸びとともに畜産物や油脂の消費量が顕著に増
加。


 米やいも類の生産は減少したが、畜産物や野菜・
果実の頑張りで昭和時代の農業生産は総体として
拡大基調を持続。 


食生活の変化と食料自給率 
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１人１年当たり供給純食料の推移 

資料：農林水産省「食料需給表」 

(単位：kg) 

大きく変わった日本の食生活  
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  1980年代後半以降、食生活の変化のスピードは鈍
化し、農業生産の衰退傾向が明瞭に。平成時代の
食料自給率低下の主たる要因は農業生産の縮小。


 経済成長のもとで健闘してきた畜産や果樹・野菜
についても、近年は需要の伸び悩みや増加する輸
入農産物のもとで、生産は停滞から縮小傾向に。


農業生産の縮小と食料自給率 
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資料：農林水産省「農林水産業生産指数」 

健闘する農業・後退する農業 

農業生産指数の推移と自給率 

注：各期間における指数の平均値(1960-64年=100)。 

7 



一律に論じられない日本の農業


 施設園芸に代表される集約型農業と水田農業
に代表される土地利用型農業では、生産性・効
率性や農業経営の充実度に大きな差。高齢化
が顕著な水田農業とは対照的に、若い農業者
や働き盛りを確保している集約型農業。


 急速な規模拡大の結果、日本の条件のもとでの
ベストの状態に接近している酪農や施設園芸。
土地利用型農業についても、北海道の畑作はＥ
Ｕ農業に比肩しうるレベルを実現。
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真の問題は食料の自給力


  食料自給率に、これ以上であれば安心という閾値は存在
せず。2007年の日本の穀物自給率２８％に対して、バン
グラデシュの穀物自給率は９８％。 

  問題は食料の絶対的な供給力。農水省の試算では、日
本の農地等の資源のもとでカロリー生産量を最大化した
場合の供給力は１人１日２０００キロカロリー程度。 

  「平成時代」の食料自給率低下の主因は農業生産の後
退であり、食料供給力の低下と直結。しかも、それが２００
０キロカロリーという危険水域で生じていることが、食料
自給率の目標が設定された理由。 
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【参考】 
高水準を維持している生産額自給率 

ふたつの食料自給率の乖離度 

資料：農林水産省「食料需給表」 
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 カロリーのないレタスにも経済的な価値。野菜
は近年でも８割に近い自給率を維持。 

 同じ品目でも国産品を消費者が高く評価する
ケース。例えばオージービーフに対する和牛。 

 飼料の自給率計算上の扱いの違い。熱量自給率
を引き下げる中小家畜の国内生産。 

【参考】 
生産額自給率は日本農業の強さを反映 
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混迷の農政にどう向き合うか 
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農政の２０年


１９９２年　農林水産省「新しい食料・農業・農村政策の方向」


１９９３年　ウルグアイラウンド農業交渉実質合意 


１９９５年　食糧法の施行と食管法の廃止 
１９９７年　食料・農業・農村基本問題調査会の発足


１９９９年　食料・農業・農村基本法の制定 


２０００年　第１回の食料・農業・農村基本計画 


２００２年　農林水産省「米政策改革大綱」   
２００４年　新たな生産調整方式を軸とする米政策の実施


２００５年　第２回の食料・農業・農村基本計画 


２００６年　担い手経営安定新法の制定 
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農政の２０年（続き）


２００７年　 経営所得安定対策の本格導入／参院選で戸別所　
　 得補償制度を掲げた民主党勝利／自民党主導による
担い手政策・米政策の見直し 


２００９年　 前年末の石破大臣発言をきっかけに選択的減反
をめぐる議論が急浮上／総選挙で民主党が圧勝したこと
を受けて政権交代 ／鳩山政権のもとで米について戸別
所得補償制度の先行導入を決定 


２０１０年　 第３回の食料・農業・農村基本計画／参院選で
民主党敗北 ／菅政権はＴＰＰ交渉参加を掲げ農業の競
争力向上を強調／食と農林漁業の再生実現会議発足／
東日本大震災 
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一昨年秋以降の１年余りを振り返る 
１０月　１日　菅首相の所信表明演説


１１月　９日　「包括的経済連携に関する基本方針」閣議決定


１１月３０日　第１回食と農林漁業の再生実現会議


　３月１１日　東日本大震災　 
　６月１０日　再生実現会議再開 
　６月２５日　東日本大震災復興構想会議「復興への提言」　 
　８月　２日　再生実現会議「中間提言」　 
　９月　２日　野田政権発足 
１０月２０日　再生実現会議「基本方針・行動計画」 
１１月１１日　野田首相「交渉参加に向けて協議開始」を宣言 
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先鋭化した対立の構図


 菅首相の所信表明演説をきっかけに、一挙に先
鋭化した農業・農政をめぐる意見対立。二重・三
重の対立の構図。農業界と経済界、農水省と経
産省、与党内の推進派と慎重派・反対派。新聞
の論調にも全国紙と地方紙で温度差。


 国としての基本方向の選択に関わるテーマであ
るにもかかわらず、いかにも唐突だったＴＰＰ（環
太平洋連携協定）交渉参加の検討方針の提起。
緻密なリサーチや戦略的な吟味が重ねられた形
跡なし。
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逆走・迷走の農政と農業界の反発


  2007年7月の参院選が分岐点となって、与野党
ともに選挙を強く意識し、農政の議論が内向きに
なりがちだった点も、農業関係者に強い衝撃を
与えた背景のひとつ。


 鳩山政権は戸別所得補償制度や６次産業化
によって小規模兼業農家も農業が継続できるこ
とを強調。高いところに持ち上げられたあげくに
、突然ハシゴを外された感のある農業界。 
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「担い手」と「政策集中」の復活


 再生実現会議の政府資料には「攻めの担い手」
や「政策集中」といった表現も。鳩山政権までの
民主党農政の理念と、農業の競争力強化に向
けた菅政権・野田政権のメッセージのあいだに
は大きなギャップ。 

　 　 「平地で20～３０ｈａ、中山間地域で10～20ｈａの規模の
経営体が大宗を占める構造を目指す。これを実現する
ため、担い手、農地、生産対策、関連組織等に関する仕
組みを見直し、一体的に改革する」（再生実現会議「基本
方針」）。 
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足腰の定まらない基本方針


　 　 「上記の考え方は、意欲あるすべての農業者が農業を発
展できる環境を整備するとの食料・農業・農村基本計画
の方針を変更するものではなく、むしろ進める性格のもの
である」（基本方針）。 

　 　 「（基本方針により）「食料・農業・農村基本計画」（平成２
２年３月３０日閣議決定）に基づく食料自給率50％の達
成等を目指していく」（同上）。 

 立ち返るべきは基本計画ではなく、食料・農業・農
　 村基本法。基本政策の転換は基本法の見直
しで。
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【参考】 
　　食料･農業･農村基本法の関係条文 

第21条 国は、効率的かつ安定的な農業経営を
育成し、これらの農業経営が農業生産の相当
部分を担う農業構造を確立するため（中略）
必要な施策を講ずるものとする。 

第30条2 国は、農産物の価格の著しい変動が育
成すべき農業経営に及ぼす影響を緩和するた
めに必要な施策を講ずるものとする。　 
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農林水産省の「取組方針」をどう見るか


 今後2年間程度で「地域農業マスタープラン（人・
農地プラン）」を「人と農地の問題を抱えるすべて
の市町村、集落で策定することを目指す」とした
取組方針。 

 マスタープランに記載された中心となる経営体
の育成等に向けて、施策・事業を集中展開。農
地集積協力金、青年就農給付金、スーパーL資
金の金利軽減。いずれもマスタープラン作成が
条件。 
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農林水産省の「取組方針」をどう見るか(続き)


 すでに存在する担い手の経営努力の成果を損
なわず、今後の経営展開に停滞を招かないこと
が大前提。そのためにも政府に求められている
のは、種々の疑問に誠実に対応する姿勢。 

　　‐認定農業者制度との関係は。 
　　‐集落を単位とするプランは現実的か。 
　　‐協力者から戸別所得補償非加入者を除くことの妥当性。 
　　‐青年就農給付金は水田農業に向かうのか。 
　　‐農地利用集積円滑化事業の公平性の確保は。 
　　‐農業水利施設などの維持管理態勢は。　等々 
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冷静な議論が必要な経済連携問題


 社会の基本的なインフラである食料の安定供給
を担い、食品産業に安全で安心な素材を提供す
る日本の農業。他方で、質の高い国産農産物に
向かう消費者の購買力の源泉は元気な日本の
経済。 

 互いを必要とする農業界と経済界。両者の不幸
な対立を解きほぐし、冷静な議論を組み立て直
すことが急務。足下がぐらつく中では農政の立て
直しや強力な対外交渉も望み薄。
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冷静な議論が必要な経済連携問題（続き）


 TPPまっしぐらの路線は、TPP交渉自体の基盤
の劣化につながる点でも危うさ。対抗戦略を持つ
ことが交渉ごとの基本。日中韓FTAの動きなど、
今後とも流動的な経済連携問題をめぐる情勢。 

 極端な観測や明らかな誤報が飛び交っている不
幸な状態。経済連携のタイプごとに蓋然性の高
い見通しと対策の実現可能性を精査することが
重要。具体策の検討を先送りしたうえに、判断ミ
スを犯したウルグアイラウンドの経験を教訓に。


24 



冷静な議論が必要な経済連携問題（続き）


 いま何よりも大切なことは、絶対的な必需品であ
る食料の供給を支える日本農業の必要性とあり
方について、消費者であり、勤労者であり、納税
者でもある国民からブレのない理解が得られる
こと。 

 そのためにも日本の農業･農村の現状について
偏りのない認識の醸成が必要であり、今後の日
本の農業に可能なことと不可能なことの冷静な
見極めが大切。
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日本農業の活路を探る
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 モンスーンアジアの歴史を背景に、明確なビジョン
として近未来の農業・農村のかたちを描き出すこと
が大切。新大陸型の農業を実現することは不可能
であり、望ましいことにもあらず。


 悩みの深い日本の食料・農業事情は、経済成長の
ステージに入った多くのアジアの国々がこれから
直面する課題を先取りしている面も。


その１:ほどよい面積をていねいに耕す 
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危うい２０～３０ヘクタールのひとり歩き


 作業のユニットとしてみるとき、稲作で１０ヘクタ
ール程度、水田作で１５～２０ヘクタール程度に
到達することが当面の規模拡大のひとつの目安。 

 豊富な家族労働力を擁する経営や法人経営の
場合、複数の作業ユニットが統合されているこ
とで、集落の範囲を優に超える規模の水田作も
可能。 

 逆に、集約的な作物や加工部門を取り込んだ付
加価値形成力の高い水田農業で、１０ヘクター
ル未満の優れた経営も存在。
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平均費用(単位：円/60kg) 
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資料：農林水産省「米及び麦類の生産費」


注）平均費用は資本利子・地代全額算入生産費.


図２　稲作の規模と平均費用（２００８年度）
稲作の規模と平均費用(２００８年度) 

コストダウン効果は10㌶前後まで  



コストダウンは農業のみの課題にあらず


 農業のコスト高については、生産資材の価格や
労賃の水準にも目を向けることが重要。過去の
酪農に関する研究(日本とイギリスの生乳生産
費の比較）では、コスト格差の7割が生産資材の
価格差で説明されたことも。 

 日本農業の高コスト構造が食品の高価格につな
がり、消費者が過大な負担を強いられていると
の指摘。一面の真理だが、全体として加工・外食
・流通のコスト水準の影響力のほうが大きいこと
も事実。 
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その２：共同の精神を発展的に継承


 二階建ての構造からなる現代日本の農業生産
。市場経済との絶えざる交渉のもとに置かれ
たビジネスの上層。資源調達を支えるコミュ
ニティの共同行動によって形成された基層。 

 コミュニティの共同行動の典型は絶えること
のない用水路の維持管理活動や公平な用水配
分のためのルールの発動。共助・共存の仕組
みは都会が学ぶべき農村の文化的資産。 
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市場経済との絶えざる 

交渉のもとに置かれた層 
資源調達をめぐって農村コミュニティの 

共同行動に深く組み込まれた層


上層 

基層


土地利用型農業は二層の構造 
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 農業用水に典型的な地域資源の共同利用システ
ムは日本型のコモンズ。利己的な行動に起因す
る「コモンズの悲劇」(ハーディン[1968])に
よって自壊することはなく、長期にわたって持
続している水利共同体。 



大震災で再認識された農業水利の階層構造
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 かつての等質的なメンバーから構成される農村社
会は過去のものに。異質なメンバー間に共助・共
存関係の形成される農村コミュニティへ。共同の取
り組みの広がりについて新たな要素も。


新たな共助・共存の仕組み 

専業・準専業の 

農業経営 

さまざまな 

小規模農家 
互恵的関係


機械作業や環境保全農業支援など


用水路や農道の維持管理など
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 高所得社会において、一定の農地面積の確保なし
に職業としての土地利用型農業は成立せず。同時
に経営の厚みを増す取り組みも大切。


 経営の厚みを増すために、川下の食品産業（加
工・流通・外食）や併行して流れる産業（観光・体
験・交流）への多角化や、施設園芸・高級果樹生産
などの集約型農業と土地利用型農業を組み合わ
せることも効果的。 


その３:経営の厚みを増す 
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素材産業に帰属する価値は２割以下 

資料：『食料・農業・農村白書参考統計表（平成２２年版）』による。原データは総務省ほ
か「産業連関表」から農林水産省試算。 

最終消費された飲食費の帰属割合 
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1980年 1990年 2000年 2005年 
農・水産物 
うち国産 
うち輸入 
輸入加工品 
食品製造業 
外 食 産 業 
食品流通業 

28.7 
25.7 

3.0 
4.2 

24.2 
15.6 
27.2 

20.3 
18.7 

1.6 
5.7 

28.0 
16.9 
29.0 

14.8 
13.3 

1.5 
5.8 

27.3 
18.2 
33.9 

14.5 
12.8 

1.6 
7.1 

26.1 
17.9 
34.4 

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 

（単位：％）




法人農業の強みは人材確保と価格決定力


 法人経営はスケールメリットによる効率のさらな
る向上という強みに加えて、家族経営に比べて多
くの従業員を擁することから、加工や販売の領
域でパワーを発揮する人材を確保・育成しやす
い点にも強み。 

 農産物を加工することには、加工による付加価
値を確保するだけでなく、小分け包装と情報添
付によって、農産物を生産者みずからが値決め
できる製品に変えるという意味も。
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その４：農村の価値を訴求する


 農耕景観や伝統文化の継承など、農業の多面
的機能が日本やヨーロッパで高い関心を呼んで
いる背景には、地域に多くの非農家住民を擁し
、地域外から多くの訪問者を受け入れている農
村空間の構造。


 農業水利施設には歴史教材としても高い価値。
水利施設の親水機能は、近隣に多くの非農家住
民が居住し、都市住民も容易にアクセスできる
日本の農村の特徴。
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農村空間の構造には日欧に共通点 

アクセスの空間 

産業利用の空間 コミュニティの空間 

農村空間の構造： 
日本やヨーロッパ


　 農村の存立構造という点で、日本とヨーロッパの国々には
共通項。自然の産業的利用の空間、アクセス可能で人々がエ
ンジョイできる自然空間、さらには非農家住民も含んだコミュ
ニティを支える居住環境としての空間が重なり合う構造。この
ような農村空間の多目的利用は古くから国土資源の開発され
た国々に共通する構造。
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　 　 合衆国や豪州のように新しく開発された若い国では、自
然資源がなお豊富であることもあって、自然の産業的利用
の空間である農場と、国民のアクセスの対象としての自然
空間（典型的には営造物型の国立公園）は概して分離され
て存在。日常的な交流の場も、農場からは距離のある小さ
な町にあるのが普通。


アクセスの空間 

コミュニティの空間 産業利用の空間 

農村空間の構造： 
合衆国や豪州


アメリカやオーストラリアでは？ 
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 食文化に共通項の多い東アジアでは、購買力の上
昇に伴って、得意とする食品が相互に行き交う食
のネットワークの形成に現実味。経済成長とともに、
日本と他のアジアの国々の農業の競争力は次第
に接近。途上国段階のアジアの農業競争力を支え
てきたのは安価な賃金。


 今後は、一面ではお互いに顧客であり、一面では
世界からの食料調達をめぐるライバルでもある関
係が深化。世界の食料需給を左右する大きな要因
が、アジアの食と農の動向。


その５：アジアに生きる日本の農業
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(単位：億円) 

アジアに向かっていた日本の農林水産物


近年の農林水産物輸出額の推移 農林水産物の輸出先(２００８年) 

資料：財務省「貿易統計」 

資料：財務省「貿易統計」 
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農産物
 林産物
 水産物
 計


２０００年
 1,363 
 79 
 909 
 2,351 


２００１年
 1,466 
 70 
 978 
 2,514 


２００２年
 1,646 
 80 
 1,033 
 2,759 


２００３年
 1,588 
 90 
 1,111 
 2,789 


２００４年
 1,658 
 88 
 1,207 
 2,954 


２００５年
 1,772 
 92 
 1,448 
 3,310 


２００６年
 1,946 
 90 
 1,703 
 3,739 


２００７年
 2,220 
 104 
 2,013 
 4,337 


２００８年
 2,437 
 118 
 1,757 
 4,312 


２００９年
 2,217 
 93 
 1,533 
 3,843 


２０１０年
 2,417 
 106 
 1,773 
 4,297 




食料・食品の信認の回復に向けて


 海外の多くの消費者にとって、原発事故は福島
周辺だけの問題ではなく、オールジャパンの問題
。残念ながら、大きく損なわれた日本の農産物
の安全性に対する信認。 

 厳しい鑑識眼で定評のある日本の消費者が心
を込めて安定的に国産の農産物・水産物を購入
することが、海外の消費者に向けたもっとも効果
的なメッセージ。私たちに求められているのは
、ウォームハートとクールヘッド。 
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ご清聴ありがとうございました
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